
決算書掲載頁　435

内
訳

施設に入所された低所得者の負担軽減をに配慮し居住費（滞在費）・食費について所得段階に応じ利用者の負担上限
額を定め、利用者の負担を軽減する。

補足給付対象施設の拡大あるいはその他の制度による軽減対策等について国へ働きかけを行っていく。
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介護保険特別会計

事業： 特定入所者介護予防サービス費給付 1175
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低所得者に区分される要支援認定者の食費・居住費の軽減を行う。
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要支援被保険者が利用した介護予防サービスに伴う食費・居住費の費用について、低所得者の負担を軽減するため給
付（特定入所者介護予防サービス費）を行う。
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足給付対象施設の拡大あるいはその他の制度による軽減対策等について国へ働きかけを行っていく。
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事業：特定入所者介護予防サービス費給付                                

１．特定入所者介護予防サービス費給付 

介護保険施設等で介護予防短期入所生活介護等を利用した場合、介護費用だけでなく、食費や光熱水費などの滞

在費がかかる。 

低所得者について、負担増により介護予防短期入所生活介護等のサービスが利用できなくなることを避けるため、

世帯全員が市町村民税非課税等の要件を満たす場合、食費と滞在費の一部について、下表の区分に応じた「負担限

度額」を段階ごとに設定し、この「負担限度額」と実際にかかる食費（基準費用額）及び滞在費との差額を「特定

入所者介護予防サービス費」として支給した。 

対象となるサービス：介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護を利用した際の食費及び滞在費 

 

区分 
1 日あたり

の食費 

1日あたりの滞在費 

従来型個室 多床室 
ユニット型

居室 

ユニット型

準個室 

第 1段階 生活保護受給者、市町村民税非課税世帯に

属する老齢福祉年金受給者等 
300円 

490円 

（320円） 
0円 820円 490円 

第 2段階 市町村民税非課税世帯に属し、合計所得金

額課税年金収入額が 80万円未満の者等 
390円 

490円 

（420円） 
320円 820円 490円 

第 3段階 市町村民税非課税世帯に属する、第 2段階

以外の者等 
650円 

1310円 

（820円） 
320円 1310円 1310円 

※（ ）内は介護予防短期入所生活介護を利用した場合の従来型個室の額 

 

細事業：特定入所者介護予防サービス費                             

１．特定入所者介護予防サービス費給付 （食費・滞在費に係る負担限度額認定） 

介護保険施設等における介護予防短期入所生活介護等を利用した場合の食費・滞在費の自己負担について、低所

得の方に対する配慮として、食事や滞在費の負担について限度額が設けられており、介護予防短期入所生活介護及

び介護予防短期入所療養介護の利用者へ負担限度額認定制度の利用を呼びかけ、低所得者への負担軽減に努めた。 

 

 

 

実績  40件   173,780円 
 


